
「
令租7年 6月 1日に
改正労働安全衛生規則が
施行されます 」

職場における   0庫 :舗陣
熱中症対策の強化について

熱中症による死亡災害の多発を踏まえた対策の強化について

・死亡災害が 2年連続で30人レベル。

・熱中症は死亡災害に至る割合が、他の災害の約 5～ 6倍。

・死亡者の約 7書uは屋外作業であるため、気候変動の影響

により更なる増加の懸念。

ほとんどが

「初期症状の放置・対応の遅れ」

職場における

熱中症による死亡災害の傾向

基本的な考え方

>

「熱中症の自覚症状がある作業者」や

「熱中症のおそれがある作業者を見つけた者」が

その旨を報告するための体希u整備及び関係作業者

への周知。

※報告を受けるだけでなく、職場巡視やバディ制の採用、ウェアラブル

デバイス等の活用や双方向での定期連絡などにより、熱中症の症状

がある作業者を積Ⅲ碩白勺に把握するように努めましょう。

早急に求められる対策

「職場における熱中症予防基本対策要綱」や「STOPI

熱中症クールワークキャンペーン実施要綱」で実施を求

めている事項、現場で効果を上げている対策を参考に、

現場において

死亡に至らせない
(重篤化させない)ための

適切な対策の実施が必要。

現場における対応

熱中症のおそれがある労働者を早期に見つけ、その状況に応じ、

迅速かつ違切に対処することにより、熱中症の重篤化を防止するため、

以下の「体 幣u整備」、「手順作成」、「関係者への周知」が

事業者に義務付けられます。

□ 熱中症のおそれがある労働者を把宇屋した場合に
迅速かつ的確な判断が可能となるよう、

①事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先

及び所在地等

②作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送等熱中症

による重篤化を防止するために必要な措置の実施

手順(フ El―図①②を参考例として)の作成及び関係

作業者への周知

>

■

対象となるのは

※作業強度や着衣の状況等によっては、上記の作業に該当しない場合であっても熱中症のリスクが高まるため、上記に準じた対応を推奨する。

※なお、同一の作業場において、労働者以外の熱中症のおそれのある作業に従事する者についても、上記対応を講じることとする。

見つける 対処する

「WBGT28度以上又は気温31度以上の環境下で
連続1時間以上又は1日 4時間を超えて実施」が見込まれる作業
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熱中症による死亡災害の多発を踏まえた対策の強化について

・死亡災害が 2年連続で30人レベル。

・熱中症は死亡災害に至る割合が、他の災害の約 5～ 6倍。

・死亡者の約 7害」は屋外作業であるため、気候変動の影響

により更なる増加の懸念。

ほとんどが
「初期症状の放置・対応の遅れ」

職場における

熱中症による死亡災審の傾向
熱中症死亡災害(R2‐ R5)の分析結果

その他

100件のぬ容は以下のとおり

3件

▼

早急に求められる対策

「職場における熱中症予防基本対策要や冊Jや「STOP!熱中症クー

ルワークキャンペーン実施要綱螢で実施を求めている事項、現場

で効果を上げている対策を参考に、

現場において

死亡に至らせない(重篤化させない)ための

適切な対策の実施が必要。

初期症状の

放置◆対応の遅れ

100件

発見の遅れ

重篤化した
状態で発見

78件

(1)

異常時の

対応の不備

医療機関に

搬送しない等

41件

(2)



職場における熱中症対策の強化について  0 厚生労煙を省

※これfよあくまでも参考例であり、現場の実情にあった内容にしましょう。

熱中症のおそれのある者を発見

異常等あり
意識の異常等

異常等なし

できない できる

↓

医療機関までの搬送の間や経過観察中は、一人にしない。
(単独作業の場合は常に連絡できる状態を維持する)

回復

熱中症のおそれのある者を発見

作業離脱、身体冷却

医療機関までの

搬送の間や

経過観察中は、

一人にしない。

(単独作業の場合は
常に連絡できる状態を

維持する)

回復

回復後の体調急変等により症状が悪化するケースがあるため、

連絡体需lJや体調急変時等の対応をあらかじめ定めておく。

熱中症が疑われる症状例

【他覚症状】
応、らつき、生あくび、失神、大量の発汗、
痙攣等

【自覚症状】
めまい、筋肉痛・筋肉の硬直(こむら返り)、

頭痛、不ヽl映感、畦き気、イ合怠感、高体温等

「意識の有無」だけで

判断するのではなく、

①返事がおかしい

②ぼ一っとしている

など、普段と様子がおかしい場合も異常等

ありとして取り扱うことが適当。

判断に迷う場合は、安易な判断は避け、

#7119等 を活用するなど専門機関や

医療機関に相談し専F号家の指示を仰ぐ

こと。

熱中症が疑われる症状例

【他覚症状】
応、らつき、生あくび、失神、大量の発汗、

痙攣等

【自覚症状】
めまい、筋肉癌・筋肉の硬直(こむら返り)、

頭痛、不快感、吐き気、俗怠感、高イ本温等

①返事がおかしい

②ぼ一っとしている など、

普段と様子がおかしい場合も、熱中症の

おそれありとして取り扱うことが適当。

医療機 Fぅ§への搬送に際しては、必要に

応じて、救急隊を要請すること。

救急隊を要請すべきん畔U断に迷う場合は、

#ア119等を済用するなど、専門機関や

医療機関に相談し、専門家の指示を仰ぐ

ことも考えられる。

経過観察
回復しない、症状悪化

回復

回復後の体調急変等により症状が悪化するケースがあるため、

連絡体制や体調急変時等の対応をあらかじめ定めておく。

※これはあくまでも参考例であり、現場の実情にあった内容にしましょう。

熱中症のおそれのある者に対する処置の例 フロー図 0

自力での水分摂取
金

作業離脱、身体冷却

救急隊要請

医療機関への搬送

熱中症のおそれのある者に対する処置の例 フロー図 0

医療機関への搬送



熱中症の重篤化による死亡災害を防止するため、WBGT(湿球黒球温度)28度又
は気温 31度以上の作業場において行われる作業で、継続して 1時間以上又は 1
日当たり4時間を超えて行われることが見込まれる「熱中症のおそれがある作
業」を行う事業者には、熱中症のおそれがある作業者を早期に見つけ、その状況
に応じ、迅速かつ適切に封処するよう、労働安全衛生規則が改正され、次の規定
が新設されました。

(熱中症を生ずるおそれのある作業)

0 4 じじ

第612条の2 事業者は、_署‐熱 ′F場所 とこおいて淳締 して 行 われ 作業等熱中
症を生ずるおそれのある作業を行うときは、あらかじめ、当該作業に従
事する者が熱中症の自覚症状を有する場合又は当該作業に従事する者に
熱中症が生じた疑いがあることを当該作業に従事する他の者が発見した場合にその旨の

報告をさせる体制を整備し、当該作業に従事する者に対し、当該体制を周知させなければ
ならない。
2 事業者は、暑熱な場所において連続 して行われる作
業等熱中症を生ずるおそれのある作業を行 うときは、

あらかじめ、作業場ごとに、当該作業からの離脱、身体
の冷却、必要に応 じて医師の診察又は処置を受けさせ

ることその他熱中症の症状の悪化を防止するために必

要な措置の内容及びその実施に関する手順を定め、当

該作業に従事する者に対 し、当該措置の内容及びその

実施に関する手順を周知させなければならない

この対応を怠ると労働安全衛生法 22条違反として罰則「6
カ月以下の懲役または 50万円以下の罰金」が適用されます。

マ

旧来からの労働安全衛生規則第 617条発汗作業の塩と飲料水の備付義務 (発汗作業に関する措
置)「第 617条 事業者は、多量の発汗を伴う作業場においては、労働者に与えるために、塩及
び飲料水を備えなければならない。」も変わりなく、遵守する義務があります。

(熱中症の死亡災害での送検事例が最も多い条項です。 )

●
と
贔
と…理
学
＃
↓

令和 7年 5月 20日 付け基発 0520第 6号厚生労働省労働基準局長通達
「労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等について」 (抄 )

ア. 「熱中症」とは、高温多湿な環境下において、体内の水分や塩分 (ナ トリウム等)バランスが崩れる、体
温の調整機能が破綻する等して、発症する障害の総称であること。

イ。 「暑熱な場所」とは、湿球黒球温度 (WBGT)が 28度以上又は気温が 31度以上の場所をいい、必ず
しも事業場内外の特定の作業場のみを指すものではなく、出張先で作業を行 う場合、労働者が移動 し
て複数の場所で作業を行 う場合や、作業場所から作業場所への移動時等も含む趣旨であること。
また、「暑熱な場所において連続 して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業」とは、上記
の場所において、継続して 1時間以上又は 1日 当たり4時間を超えて行われることが見込まれる作業
をいうこと。

なお、非定常作業、臨時の作業等であっても上記の条件を満たすことが見込まれる場合は対象となる
こと。

ウ.暑 熱な場所に該当するか否かは、原則として作業が行われる場所で湿球黒球温度又は気温を実測す
ることにより判断する必要があるが、例えば、通風のよい屋外作業について、天気予報 (スマー トフ

ォン等のアプリケーションによるものを含む。)、 乗境省の運営する熱中症予防情報サイ ト等の活用
によつて判断可能な場合には、これらを用いても差し支えないこと。


